
９．　 登録者集団と有効回答率の関係をどう考

　　えるか

　登録者集団の大きさ（登録者数）が大きい

ことが、その調査結果の品質が高いことを保

証するとは限らない例は既に見たとおりであ

る。では、回答率が高くなって計画標本と回

収標本との差異がない、あるいはきわめて接

近した場合はどうであろうか。そもそも「登

録者集団の作り方」が回答率にどう影響する

のであろうか。これへの一つの解答が実験調

査から得られている。

　図１０は、実験調査（第２次～第４次）で得

られた有効回答率を要約したものである。こ

の情報から次の特徴が読み取れる。

①　従来型調査方式と比べて、インターネッ

　　ト調査は明らかに異なる傾向を示す。と

　　くに、回答率が低い傾向にある。

②　回答率については、登録者集団の構築方

　　法により傾向が顕著に異なる。

③　すなわち、非公募系のような透明性のあ

　　る確率的アプローチの可能性のある登録

　　者集団の作り方では、有効回答率の向上

　　が期待できる。

④　一方、登録者を集めただけの公募系ある

　　いは非確率的アプローチでは、回答率の

　　向上には限界があるかもしれないことが

　　予想される。

⑤　インターネット調査と従来型調査方式と

　　の差異、つまり調査方式（調査モード）の

　　違いと規則性がどう現れるかが顕著に分

　　かる。

⑥　とくにインターネット調査については実

　　施サイト、登録者集団の作り方が回答率

　　にはっきりと影響することが現れている。

　この図の解釈には少し注意を要する。一つ

は、主に公募系について、回答率の考え方（定

義）である。のちの無回答誤差の項で述べる

が、そもそも「誰が回答したか」をどのよう

に正確に計数するかという問題がある。

　一方、非公募系のような登録者集団の作り

方であると、前述のように登録者の調査への

協力度が高いことから、計画標本と回収標本

の属性他が接近し高い回答率が得られる（図

１０からも明らかである）。しかし、登録者集団

を代表しているかどうかは別の問題である。も

ちろん、Ｂ社のように全パネルを調査対象とす

る場合は別である。また、Ａ社、Ｃ社の実験調

査でリソース内サンプリング方式を適用して、

つまり登録者集団（リソース）から無作為抽

出を行った場合には問題ないであろう（実際、

我々は計画標本を作成後に、それが登録者集

団の縮図となっているかを統計的検定の手続

きで調べている）。しかし、一般にはここでど

のような抽出方法が適用されたかが不明であ

るから、単に計画標本と回収標本の一致性だ

けを考察しても意味がない。

　なお、ここでは有効回答率となっているが、

インターネット調査ではこの有効回答率の定

義がなかなか難しいのである。理由は多々あ

るが、その多くは「調査不能・無回答の捕捉」

がきわめて困難なことに起因することが多い

（後述）。
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図１０　　有効回答率の傾向（第２次～第４次調査）
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１０．　 特別な回答者、いわゆるプロ回答者集団

　　の混入のおそれ

　これについては、既に研究成果として、実験

調査結果から、公募系と非公募系の間には大き

な違いがあり、とくに公募系では謝礼を目当て

とするプロ回答者集団の混入があり得るという

推計結果を報告した（［セミナー、シンポジウ

ム記録］参照、吉村・大隅）。

　簡単にいえば、公募系と非公募系の間では「登

録するインターネット・サイト数」「登録メー

リング・リスト数」「インターネット利用時間

の形態（利用時間や接触時間、メディア接触行

動）」などの点で特徴的なユーザが混入してお

り、しかも謝礼目当てのプロ化した登録者が存

在することが分かっている（詳しくは［４４］、

［８０］）。また同様の研究が米国などでも報告さ

れている（［１５］、［３２］）。実験調査では、複

数の公募系、非公募系を比較しまた同時並行的

図１１　　登録しているインターネット・サイト数の分布（５つの登録者集団の比較）



に調査を進めたことで、こうした推論が可能

となった。これを裏付ける簡単な例として、「イ

ンターネット・サイトの登録数」の分布を観

察しよう。調査では、以下のような質問とな

っている。

　この質問の選択肢として、４４のサイト名と

「登録しているものはない」「その他記入」の

２つを加えた４６選択肢への回答内容を集計し、

４つの調査サイト（５種の登録者集団）につい

てその上位２５サイトの登録者数を順位にした

がって並べたものが図１１である。ここでは伏

せたが上位の１０位あたりの登録サイト名を列

記すると、読者もよく知る名称が並んでいる。

このことからも、公募系と非公募系では、登

録者が登録するサイト数が極端に異なること

が分かる。

①　つまり公募系の回答者は、圧倒的に登録

　　サイト数が多い、しかも一人で多数登録

　　している。

②　さらに詳細分析すると、例えば「登録サ

　　イト数」と「日頃の調査への参加頻度」と

　　の関係を精査すると、公募系には“プロ

　　の回答者を含む確度”が高いことが示さ

　　れた。また、２５のサイトの内訳は（とく

　　に上位１０あたり）、名の知られたサイト

　　で占められている。

③　回答者への謝礼と関連して、このサイト

　　登録が無視できないことも分かってきた。

　　プロ回答者や謝礼目当て回答者の存在が、

　　回答内容に影響を及ぼすことも明らかで

　　ある。

　このように、プロ回答者の存在を把握する

ことは「インターネット調査とは何か」を再

考する際の重要なキーワードである。現状の

ように、登録時に、職業を問い、また謝礼目

当ては困る、調査関係者の登録も困る、等々

をいくら書いてみても、効果のほどはしれて

いる。

　これは同時に、回答者の回答行動の捕捉を

十分に行わねばならないことを示唆している。

後述のように、筆者等が「回答行動のトラッ

キング」（電子的に追跡しログ解析を行う）が

必須と主張する根拠の一つがここにある。ど

んなに回答を制御し、二重登録や重複回答を

防御しようとも、回答者が人であるかぎりは、

信頼関係の上に立って実施できる調査環境が

構築できない限りは同じ事象が頻発するので

ある。ここらの研究は、ほとんど行われてお

らず、しかしインターネット調査を考えるう

えでは看過できないことでもある。

１１．　 調査品質と調査誤差の関係

　本誌の読者にとっては釈迦に説法であるが、

調査が、安い経費でまた迅速に実査が可能で

あるならそれに越したことはない。しかし、そ

のことで調査品質が落ちるようなことであっ

てはならない。このことを考える原則は「調

査の正確さ」（ａｃｃｕｒａｃｙ）に関連することで

ある。言い換えると「調査誤差」（ｓｕｒｖｅｙ　ｅｒｒｏｒｓ）

をどう考えるかである。このことは、インター

ネット調査の議論に限ったことではなく、一

般に調査の質を評価するうえで、重要な要素

である。

　国内の過去の調査法研究では、この種の課

題は標本誤差と非標本誤差に分けて考えれば

ほぼ十分であった。しかし既に指摘したよう

に、調査環境が大きく変容する中で、別の視
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Ｑ：ところで、インターネット上ではさま

　ざまな会社がアンケートのモニターを募

　集しています。あなたご自身がモニター

　として登録しているものをお知らせ下さ

　い。（あてはまるものをいくつでも）



　また、従来の調査でも研究が盛んとは言え

なかった無回答・調査不能の研究は、調査誤

差研究の中で、実は重要な役割を果たしてい

る。国内研究の遅れている部分である。国内

の実務研究では、杉山（［６９］）、氏家他（［６１］）

による実証研究がみられる程度である。

　インターネット調査では、この調査不能理

由の特定化が、従来型調査にもまして困難で

ある。その一端を見るために、有効回答が得

られるまでの流れを図に要約してみた（図１３）。

もちろんこれが完全なものとはいえない。サ

イトによって調査システムの設計指針や管理

運営方法が異なるからであり、またかなり複

雑であることが予想される。ここでは、流れ

図にしたがって主な要素・項目を列記するに

とどめた。実務上は、この調査不能情報を的

確に捕捉できないことには、実は正確な“有

効回答数（率）が決まらない”ということだ

けを指摘しておこう。そして、これを厳密に

求めるためには、以下に挙げる諸指標の他、様々
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点からの考察が必要になる。この点、欧米の研

究ではかなり整理がなされている。例えば、よ

く知られた議論としてＧｒｏｖｅｓ等による（ミシ

ガン大学派グループ）調査誤差の考え方がある。

これを要約すると、調査における誤差の総量

（ｔｏｔａｌ　ｅｒｒｏｒｓ）を図１２のように体系的に分類

して考えるというものである（まず、図にある

①～④の４種の誤差を考える）。

　インターネット調査における調査誤差の生起

も、この考え方に従って考えるとよいとの意見

が多々ある（例えば、Ｃｏｕｐｅｒ、Ｖｅｈｏｖａｒなど

［３］、［１０］、［４６］）。とくに、インターネット・

ユーザと登録者集団の関係を議論するにはカバ

レッジ誤差を考える必要がある。これは、住民

基本台帳や選挙人名簿の利用が可能であった調

査ではほとんど不要の概念であった。また、無

回答誤差あるいは調査不能誤差と測定誤差は、

従来の非標本誤差に近い事象を考察することに

相当する。インターネット調査では、無回答・

調査不能の理由が、従来型調査とは異なる“複

雑な形”で現れる。また、測定誤差は、調査票

設計などで無視できないことである。とくに、

回答行動の様々なところで生じる不具合や調査

設問方式の差異（巻物方式、改ページ方式、そ

れと様々な設問デザイン効果など）が影響する

ことは多くの研究で知られている（たとえば、

Ｃｏｕｐｅｒ［４］、［６］、［７］；松田・大隅［７６］な

ど）。

図１２　　調査誤差の考え方の例
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な指標を記録し整理せねばならない（詳細は、

大隅［６５］を参照）。また、これらの情報開示

がインターネット調査の信頼性向上にとって必

須のアイテムであることも実験調査が示してい

る。

①　発信数・依頼数と受信数

　　インターネット調査の最大の特徴は、調

　査依頼数（依頼発信数）と、回答のアクセス

　数との関係が従来型調査と異なることにある。

　例えば、回答者が何度も回答を試みたり、あ

　るいは中途で脱落するなどがあるからである。

　これは単純に重複回答を削除したり回答抑制

　することで解決する問題ではない。

②　計画標本数と発信数

　　登録者集団から抽出した計画標本のすべ

　てに調査依頼メールや調査票が到達すると

　は限らないことがある。電子メールアドレ

　スの変更やサーバの不具合などもありうる

　からである。もちろん、技術改善やアドレ

　ス管理の徹底で、かなり低減しているが皆

　無ではない。

③　接触と非接触

　　図１３に示したように、調査票を受け取っ

　た対象者は調査内容を全く見ないこともあ

　るし（非接触）、また調査票を開いて閲覧は

　しても回答しない場合もある（接触のみで

　回答せず）。さらに、接触のあった人のうち、

　回答が一度で済んだ人、何回かの試行のあ

　と回答出来た人、回答の意思があったが、何

　らかの理由で回答が出来なかった人、と様

　々な“回答行動のパターン”が観察されるの

　が通例である。実際に記録を分析すると、実

　に多様である。さらに回答者の回答は正し

　く行われたが、技術的な理由（サーバ不備

　など）で回答が取得できない場合もあり得

　る 。つまり、ここでは、接触数や接触率

図１３　　インターネット調査における調査不能の発生過程要約の例



　（ｃｏｎｔａｃｔ　ｒａｔｅｓ）、完答数・完答率（ｃｏｍｐｌｅｔｅ

　ｒｅｓｐｏｎｓｅ　ｒａｔｅｓ）などやその「理由分け」

　が必要となる。合わせて、回答者のコンピ

　ュータ環境（利用機種、メーラ、ブラウザ

　など）や自身のリテラシーが関係する。

④　完答率の特徴

　　とくに完答率の特徴として、今までの経

　験では、回答者（回答が受理できた人）の

　うち、１回の接触で回答できる人の割合は約

　８割程度であることが分かっている。つまり

　残りの２割の人は、何らかの支障があって一

　度のアクセスで回答が完了しなかったこと

　を示している。

⑤　回答所要時間とその分布の観察

　　多くの場合、回答者への調査負荷量を見

　積もって事前に調査票の作成時に設問量や

　内容の調整を行うことは、通常の調査と同

　じである。しかし、マルチメディア対応の

　複雑な調査票設計が可能なことがインター

　ネット調査の特徴でもある。簡単なラジオ

　ボタン、チェックボックス、プルダウン

　メニュー等だけでなく実に多様なデザイン

　が可能である。しかし、この“デザイン効

　果が回答に及ぼす影響”も十分に考慮せね

　ばならない。実際、調査票効果測定の様々

　な実験がなされていて、その評価もまちま

　ちである（これは測定誤差に関連する）。

　例えば、プログレスバーを示して回答の回

　答進捗を知らせ回答者が完答に向けて達成

　度が分かるような仕組みを取り入れる理由

　はここにある。

　いずれにせよ、回答所要時間とその分布の

観察は必須である。最近、ある情報を見る機

会があった。それは、回答所要時間が極端に

短い回答は内容が信用できないので切り捨て

ることでデータの質を維持しているといった

ばかばかしい記述である。回答所要時間は調

査票の質問量や内容、それと回答者のリテラ

シーなど、様々な要素が絡み合って決まるも

のであり、短絡的に回答所要時間の長短で決

められるものではない。一例を挙げれば、同

じ調査票を用いても、最短時間は数分から最

長は２０数時間まであり得るのである。自由回

答の記入率などにも影響することが分かって

おり、回答所要時間が極端に短い場合と逆に

非常に長い場合には自由回答記入率が下がる

傾向が見られる。要は、様々な事象が混在し

ての回答結果であり回答者行動であり、そう

易々と結果が見えるものではない。慎重な実

験研究の積み重ねが必要である。

　このように、インターネット調査では様々

の指標を求め、それらを総合的に考察評価す

ることが求められる。ここに挙げた指標を含

めて様々な指標を調査結果に必ず加えて報告

することが、「調査内容の質の保証と確保」の

ための必要条件だが、現実はほとんどこれら

の情報を知ることはできない。また、おそら

くクライアントも求めることはしない。ここ

らが、調査への信頼性を担保するうえでの重

要なキーワードなのであるが、実際はほとん

ど関心を持たれることはない。筆者等の実験

調査では、調査概要を報告する際の一つのテ

ンプレートとして表４、５に挙げるような方式

を薦めている。

　実は、上に述べたような種々の情報が取得

できることがインターネット調査の特徴の一

つでもある。つまり、回答者の回答行動をト

ラッキングすること（電子的に回答者の回答

行動をすべて追跡できること）がある。回答

行動を記録したログ情報の解析を行うことで、

回答の開始・終了時間、回答所要時間、アク

セス回数等の情報が取得できる。これは従来

型調査ではできなかったことであり、インター

ネット調査のきわだった機能の一つである。し

かし、このことは同時に、個々の回答者の回

答行動を監視するというややきわどい行為で

もある。登録者との合意形成に際して、こう

した操作もあることの了解を得るなどが必要

であろう。
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表４　 Ａ社（非公募系）の調査概要
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表５　 Ｂ社（非公募系）の調査概要



１２．　 新たなインターネット調査システムの構

　　築に向けて

　インターネット調査システム構築の新しい

方向として、既に様々な試みがある。単に登

録者数を増やせばよいという典型的な公募系

の方式では調査の質の確保は難しいことは既

に述べた通りである。しかし従来型の確率的

アプローチの適用可能性を考慮しながら、新

たな調査システム構築を試みる調査機関も登

場している。その例を簡単に概観しよう。

　まず話の糸口として、また見逃せない例と

して、インターネット環境を用いるわけでは

ないが電話回線を使った「専用端末」による

オンライン調査を紹介しよう。国内のＨ社が

開発したシステムであるが、この仕組みはお

おおよそ以下のようになっている。

①　まず、従来型調査と同様に、住民基本台

　　帳から必要とする標本を抽出する（ここ

　　では世帯抽出）。

②　次に、抽出リストにある世帯に調査協力

　　を依頼し、「応諾」をとる。

③　調査への協力を合意してくれた世帯に専

　　用端末（タッチパネル方式）を貸与し、操

　　作方法他を説明する。

④　こうして作られた登録者集団（パネル）に

　　対して、定期的にある一定期間、専用端

　　末を使って調査を行う。

⑤　一定期間の調査終了後は、パネルを更新

　　する。これはパネルの疲労防止のためで

　　もある。

　ざっと以上だが、こうした仕組みの特徴は、

応諾を得た世帯の回答への調査協力度が高い

ので回答率が高いことである。一方、応諾率

が低くなる傾向にあるので、住民基本台帳か

ら適切なサンプリングを行ったからといって、

パネルがその縮図となっているとは限らない

という欠点もある。しかし、ここで重要なこ

とは、調査対象者の個々の「顔が見える」こ

とである。

　このシステムが稼働してから、かなり時間

が経つが（１９９２年に開始）、実はこの考え方

にほぼ相当するインターネット調査システム

が米国にある。研究者や市場調査分野の関係

者が好んで引用するので、既にご存知の方も

あるかもしれないが、Ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋｓ

　Ｉｎｃ．　の開発したシステムがそれである（［３］、

［３５］；【関連サイト】の［１］）。ここでは、電

話調査と同じ方式で対象者を選び、その相手

の調査協力の応諾を得たうえで調査専用の

ＷｅｂＴＶ端末を貸与する。つまり、インターネ

ット利用の経験の有無に関わりなく、通常の

調査と同じ方式で選んだ対象者に専用端末を

配布する。もちろん、インターネットの未体

験者で使い方の分からない人には一定期間の

トレーニングを行うなど手当する。こうして

調査協力が得られた調査対象に対して一定期

間調査を行う。ここでも、パネルの疲労など

を考慮して、入れ替えを行う。

　さてこうした流れの中で、国内のＡ社では

上の例に近い方式を開発した。ここでは、携

帯タイプの液晶タブレット型ＰＣを用意する。

これを用い、従来型サンプリングで得た調査

対象者のうち、応諾を得た登録者をパネル化

し、この登録者集団に対して、上と同じよう

な方式で調査を行う。当然、登録者の中には

非インターネット・ユーザもいるわけで、こ

の場合はトレーニングを行う。また、この開

発システムは、例えば、ある会場に集めた回

答者に対してその場で貸与し、回答してもら

うというＣＬＴとＣＡＰＩを併用したような使い

方もできる。

　以上の例は、その開始時期や仕組みにわず

かの違いはあっても、非常に類似した設計指

針であることに気づく。しかも、そのいずれ

10



もが、従来型調査の実績と経験がある機関か

ら登場していることに注目すべきである。つ

まり、調査実務の深い経験とノウハウが、新

しい情報技術とうまく連携して誕生している

ことに注目したい。

　一方、これも実験調査に参加のＢ社では、や

はり今までの調査実績のノウハウを活かして、

登録者集団の構築方法に新たなアイディアを

投入している。郵送調査パネルで培った豊富

な経験を活かし、このパネルの中のインター

ネット・ユーザと非ユーザを厳密にサーベイ

し、インターネット・ユーザをインターネッ

ト調査（Ｗｅｂ調査）への協力者として逐次登

録を進める。ここで郵送調査の登録者は、エ

リア・サンプリングによる従来型の標本抽出

法で選ばれているので、調査対象地域を代表

することは既に分かっており、また対象者の

顔も見える。その上で、インターネット調査

への速やかな移行をはかり、同時に郵送調査

パネルと新たに構築したインターネット調査

システム上の登録者集団の同時的な運用管理

を徹底することで、２種の調査方式の利点をう

まくつなぎ合わせ、相互の調査結果を補完的

に利用できるという利点がある。

　以上の例は、指摘するまでもなく、その基

盤整備には多大な投資を必要とする。実際に

かなりの投資を必要とし、システムの保守・運

用にもかなりの費用を要するのである（実際

にそのように聞いている）。ちなみに、いずれ

のシステムも、登録者数は１，０００～１万数千程

度である。同時に、いずれのシステムにおい

ても、登録者となってもらうための「事前の

応諾」が必要ということである。つまり、登

録者集団の作り方は「透明化」され、個々の

調査対象者の顔はみえるようになった。しか

し、その登録者集団は調査協力に応諾してく

れた人あるいは世帯という条件付きであるこ

と、よって「応諾率」によっては代表性に問

題が残るということである。しかし、筆者が

知る範囲では、これらの事例が現時点でもっ

とも信頼できるインターネット調査システム

ではないかと考えている。

　既述のように「インターネット・ユーザの

全体」つまり目標母集団が明らかではない状

態にあっては、今できる最善の選択肢がこれ

らの例ではなかろうか。繰り返しになるが、い

ずれのシステムも、従来の調査経験を十分に

踏まえたうえで、その知識経験と新たな技術

要素をハイブリッドして誕生していることに

注目すべきである。単なる情報技術論だけで

は適切なシステム構築は無理を実証した好例

である。

１３．　 世論調査に用いることはできるのか

　前号２２頁の右上に、ある質問の例を挙げた。

こうした質問を世論調査型というのであれば、

インターネット調査を世論調査の一つの実験

研究として使ってみる意味はあるだろう。し

かしそれは、インターネット・ユーザの、そ

れもその中の一部が、どのような意見を持つ

かを知るためのものであり、それ以上のもの

ではない。一方、典型的な世論調査型の質問

として、内閣支持率や政党支持率がある。ま

た、新聞社などのメディア系の世界では、何

か社会的・政治的現象があるたびに、電話調

査などで世論調査を行う。さらに、大手の新

聞社は従来型の調査方法で定期的に全国調査

を行っている。こうした際に、きまって内閣

支持率や政党支持率が調べられる。速報性・迅

速性という点から考えると、インターネット

調査を使うことがよさそうに見えるが、今ま

での議論から明らかなように、選んだ対象者

が誰であるかが見えない限り、電話調査との

比較すらできないことは自明である。
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　もっとも顕著な例として内閣支持率がある。

実験調査の結果では、すべての回において、イ

ンターネット調査の場合には内閣支持率が低

く現れる。また支持政党については「支持政

党はない」が従来型調査に比べて常に高めと

なる。この種の情報は調査時点に依存するこ

とは明かであるから、新聞社系の調査結果と

比較する場合には、もちろんこれをなるべく

揃えてみても類似の傾向があるということで

ある。

　換言すると、インターネット・ユーザ（の

一部）が、一般の人たちとどう類似あるいは

異なる意見を持つかを調べることが目標であ

るなら、その比較検証には役立つであろう。し

かし今までの議論から明らかなように、広く

一般性を持って社会人・日本国民を代表する

意見を知る手段としては問題が多すぎる。最

近、一部のメディアに携帯電話を利用した調

査（モバイル型インターネット調査）の結果

が散見される。しかしこれを世論調査と言う

のはあまりに問題が多いといえるだろう。つ

まりインターネット調査を世論調査型調査方

式として利用するには、さらに慎重に研究を

重ねる必要がある。

１４．　 個人情報保護法、プライバシー、調査倫

　　理の問題

　これも最近様々な場面で登場するアイテム

である。これは、調査実施者側（主体側）、調

査対象者側（客体側）、それにインターネット

調査利用者（クライアント）に分けて考える

必要がある。これを簡単に述べておこう。ま

ず、調査実施者側（主体側）は、インターネ

ット調査システム他の調査実施環境のセキュ

リティ対策（データ保護、クラッカー対策等）、

調査倫理綱領の遵守、そして適切な実証研究

に裏付けされ標準化されたガイドラインの策

定などを進めこれを守ることなどがある（［４１］

と【関連サイト】［４］、［５］など）。

　また個人情報保護、プライバシー保護の問

題がある。とくに、本年４月から実施される個

人情報保護法（個人情報の保護に関する法律）

の発効に向けて、調査実施者側が検討すべき

事項は多々ある。これに関しては、ＪＭＲＡな

どの業界団体がセミナーやシンポジウムを開

いて法制の理解と普及に努めている（［５８］、

［５９］）。いずれにしても、今後は調査実施環境

への大きな影響は避けられない問題である。

　調査対象者側も、こうした社会動向に敏感

となっており、益々調査実施が困難な事態へ

と進むであろう。一方では「調査もどき」の

いかがわしい行為も増えるであろうから、今

後調査への協力度が低減することは明らかで

ある。

　インターネット調査の場合には、こうした

ことに加えて、調査対象者の本人同定化の問

題が絶えずついてまわる。調査に限らず本人

認証の方法が絶えず議論されているように、現

時点で完全な方法などはない。であるからこ

そ、調査実施者、対象者、そしてインターネ

ット調査の利用者、それらの相互の信頼関係

と、調査実施者ならびに利用者（クライアン

ト）の高い倫理感が求められるのである。今

のままでは、調査環境がどのような方向に向

かうのか、ただ不安がつのるばかりである。

１５．　 むすび

　以上に述べたことから、インターネット調

査を信頼に足る調査方式とするために、「今で

きることは何か」「何を行うべきか」はほとん

ど明らかである。また、現状可能な対策を講

じても、今後さらに解決すべき課題が山ほど

あることも自明である。同時に、いま何が行

われているか、何を行うべきかを早急に明ら
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かにすることである。

　インターネット調査は使い方の問題であり

「うまく使い分ければよいではないか」との意

見もある。また、いろいろな調査方式を「棲

み分けるのがよい」などというよく分からぬ

言い方もなされている（これは、複数の調査

方式を使い分ける、いわゆる混合方式：ｍｉｘｅｄ

　ｍｏｄｅを誤解した発言）。いずれにしても「“正

確にして”十分な議論と透明性の確保」が何

より先ということは改めて指摘するまでもな

い。

　将来の情報技術は予想もつかない進展を見

せるであろう。インターネット調査システム

の環境も技術面では急速な変化があるであろ

う。しかし、「人を相手とする調査」を考える

限りは、単なる技術論だけでは克服できない

様々な問題があることは、過去の調査環境の

動向をみても明らかである。

　ここで述べたことは、主に実験調査を通じ

て得た実証に基づくものである。残念ながら、

未だにインターネット調査に関する体系的な

検証研究は、筆者等の産学協同研究を除いて

はほとんど見られない。この実験調査とて、こ

の種の調査研究の端緒とはなっても、まだま

だ探求すべき事が多く、ほんの入り口を覗い

たに過ぎない。

　この機会に情報を発信したいとの気持ちが

先にたち、あれもこれもとキーワードが頭の

中を駆けめぐり、結果としてやや散漫な内容

となった。しかも十分に言い尽くせたとも言

い難く、大いに自省している。同時に、この

情報技術の急速な変化、有為転変の時代にあ

って、どのような研究姿勢を保つかも重要で

ある。安易にインターネット調査に移行する

ような気配もある中で、調査環境はいまのま

までよいのかとずっと自問自答してきた。こ

の分野の研究者層はきわめて薄く、またこの

分野に関心を持つ統計学研究者もほとんどい

ない。こうしたあまりにも貧しい実状と遅れ

た研究体制をまず自己批判すべきであろう。一

方、調査業界の方々にもそろそろ奮起してい

ただき、この悪化する調査環境をブレイクス

ルーする手だてを真剣に考える時期にあるの

ではなかろうか。

　筆者のささやかな体験でも、個々人ができ

ることには限りがあり、また国内の共同・協

同研究のレベルも低い。調査業界と研究者グ

ループとの研究交流もそう盛んとはいえない。

となると悲観的要素ばかりのようだが、これ

に怯むことなく、産学挙げてこの種の研究を

深化させるエネルギーが生まれることを期待

したい。いま正に「調査の科学性」が問われ

ているのである。
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　　ｔｈｅ　５３ｒｄ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ

　　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ（５３ｒｄ　ＩＳＩ　Ｓｅｓｓｉｏｎ），　Ｔｏｐｉｃｓ

　　１７：Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ａｎｄ　Ｉｎｎｏｖａｔｉｖｅ　Ｄａｔａ

　　Ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ，　Ｉｎｖｉｔｅｄ　ｐａｐｅｒｓ，　ＩＡＳＳ　

　　Ｔｏｐｉｃｓ，　１６８－１７５，　Ｓｅｏｕｌ．

［８］Ｃｏｕｐｅｒ，　Ｍ．Ｐ．，　Ｂｌａｉｒ，　Ｊ．　ａｎｄ　Ｔｒｉｐｌｅｔｔ，

　　Ｔ．　（１９９９），　Ａ　Ｃｏｍｐａｒｉｓｏｎ　ｏｆ　Ｍａｉｌ

　　ａｎｄ　Ｅ－ｍａｉｌ　ｆｏｒ　ａ　Ｓｕｒｖｅｙ　ｏｆ　Ｅｍｐｌｏｙｅｅｓ

　　ｉｎ　Ｕ．Ｓ．　Ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ　Ａｇｅｎｃｉｅｓ，　Ｊｏｕｒｎａｌ

　　ｏｆ　Ｏｆｆｉｃｉａｌ　Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ，　１５，　１　３９－５６．

［９］Ｃｏｕｐｅｒ，　Ｍ．Ｐ．，　Ｔｒａｕｇｏｔｔ，　Ｍ．Ｗ．，　ａｎｄ

　　Ｌａｍｉａｓ，　Ｍ．Ｊ．　（２００１），　Ｗｅｂ　Ｓｕｒｖｅｙ

　　Ｄｅｓｉｇｎ　ａｎｄ　Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ，　Ｐｕｂｌｉｃ

　　Ｏｐｉｎｉｏｎ　Ｑｕａｒｔｅｒｌｙ，　６５，　２３０－２５３．

［１０］Ｃｏｕｐｅｒ　Ｍ．Ｐ．　（２００１），　Ｔｈｅ　Ｐｒｏｍｉｓｅｓ

　　ａｎｄ　Ｐｅｒｉｌｓ　ｏｆ　Ｗｅｂ　Ｓｕｒｖｅｙｓ，　Ａ．　Ｗｅｓｔｌａｋｅ

　　ａｎｄ　ｏｔｈｅｒｓ．　（ｅｄｓ），　ｉｎ　Ｔｈｅ　Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ

　　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ．　Ｌｏｎｄｏｎ：Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ

　　ｆｏｒ　Ｓｕｒｖｅｙ　Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ，　３５－５６．

［１１］Ｃｏｕｐｅｒ　Ｍ．Ｐ．　（２０００），　Ｗｅｂ　Ｓｕｒｖｅｙｓ：

　　Ａ　Ｒｅｖｉｅｗ　ｏｆ　Ｉｓｓｕｅｓ　ａｎｄ　Ａｐｐｒｏａｃｈｅｓ．

　　Ｐｕｂｌｉｃ　Ｏｐｉｎｉｏｎ　Ｑｕａｒｔｅｒｌｙ，　６４（４），

　　４６４－４９４．

［１２］Ｃｒａｗｆｏｒｄ，　Ｓ．　（２００２），　Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ

　　ｏｆ　Ｗｅｂ　Ｓｕｒｖｅｙ　Ｄａｔａ　Ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ　

　　Ｓｙｓｔｅｍｓ，　Ｆｉｅｌｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ，　１４，　３，　Ａｕｇｕｓｔ，

　　３４９－３６３．

［１３］Ｄｅ　Ｌｅｅｕｗ，　Ｅ．Ｄ．　（１９９２），　Ｄａｔａ　Ｑｕａｌｉｔｙ

　　ｉｎ　Ｍａｉｌ，　Ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ　ａｎｄ　Ｆａｃｅ－ｔｏ－

　　Ｆａｃｅ　Ｓｕｒｖｅｙｓ，　ＴＴ－Ｐｕｂｌｉｋａｔｉｅｓ，　

　　Ａｍｓｔｅｒｄａｍ，　Ｔｈｅ　Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ．

［１４］Ｄｅ　Ｌｅｅｕｗ，　Ｅ．Ｄ．　ａｎｄ　Ｎｉｃｈｏｌｌｓ，　Ｗ．

　　（１９９６），　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｃａｌ　Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎｓ

　　ｉｎ　Ｄａｔａ　Ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ：Ａｃｃｅｐｔａｎｃｅ，　Ｄａｔａ

　　Ｑｕａｌｉｔｙ　ａｎｄ　Ｃｏｓｔｓ，　Ｓｏｃｉｏｌｏｇｉｃａｌ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ

　　Ｏｎｌｉｎｅ，　１（４），　ＵＳＡ　［ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．

　 　 ｓｏｃｒｅｓｏｎｌｉｎｅ．ｏｒｇ．ｕｋ／ｓｏｃｒｅｓｏｎｌｉｎｅ／１／４

　 　　／ｌｅｅｕｗ．ｈｔｍｌ］．

［１５］Ｄｅｎｎｉｓ，　Ｊ．Ｍ．　（２００１），　Ａｒｅ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ

　　Ｐａｎｅｌｓ　Ｃｒｅａｔｉｎｇ　Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ

　　Ｒｅｓｐｏｎｄｅｎｔｓ？，　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ，

　　１３，　（２），Ｓｕｍｍｅｒ　２００１，　３４－３９．

［１６］Ｄｉｌｌｉｍａｎ，　Ｄ．Ａ．，　Ｔｏｒｔｏｒａ，　Ｒ．Ｄ．，　Ｃｏｎｒａｄｔ，

　　Ｊ．　ａｎｄ　Ｂｏｗｋｅｒ，　Ｄ．　（１９９８）　Ｉｎｆｌｕｅｎｃｅ

　　ｏｆ　Ｐｌａｉｎ　ｖｓ．　Ｆａｎｃｙ　Ｄｅｓｉｇｎ　ｏｎ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ

　　Ｒａｔｅｓ　ｆｏｒ　Ｗｅｂ　Ｓｕｒｖｅｙｓ．　Ｉｎ　Ｊｏｉｎｔ

　　Ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ　ｍｅｅｔｉｎｇｓ，　Ｄａｌｌａｓ，　Ｔｅｘａｓ

　 　 ［ｈｔｔｐ：／／ｓｕｒｖｅｙ．ｓｅｓｒｃ．ｗｓｕ．ｅｄｕ／ｄｉｌｌｍａｎ

　 　 ／ｐａｐｅｒｓ／ａｓａ９８ｐｐｒ．ｐｄｆ］

［１７］Ｄｉｌｌｍａｎ，　Ｄ．Ａ．　（２０００），　Ｍａｉｌ　ａｎｄ

　　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　Ｓｕｒｖｅｙｓ－Ｔｈｅ　Ｔａｉｌｏｒｅｄ　Ｄｅｓｉｇｎ

　　Ｍｅｔｈｏｄ－，　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ．

［１８］Ｄｉｌｌｍａｎ　Ｄ．Ａ．，　Ｐｈｅｌｐｈｓ　Ｇ，　Ｔｏｒｔｏｒａ
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　　Ｒ．Ｓ．，　Ｋｏｈｒｅｌｌ，　Ｊ．，　ａｎｄ　Ｂｅｒｃｋ，　Ｊ．（２００１），

　　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ　Ｒａｔｅ　ａｎｄ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　

　　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　Ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅｓ　ｉｎ　Ｍｉｘｅｄ

　　Ｍｏｄｅ　Ｓｕｒｖｅｙｓ　Ｕｓｉｎｇ　Ｍａｉｌ，　Ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ，

　　Ｉｎｔｅｒａｃｔｉｖｅ　Ｖｏｉｃｅ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ　ａｎｄ

　　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ，　ｄｒａｆｔ　ｐａｐｅｒ　［ｈｔｔｐ：／／ｓｕｒｖｅｙ．

　 　 ｓｅｓｒｃ．ｗｓｕ．ｅｄｕ／ｄｉｌｌｍａｎ／，ｈｔｔｐ：／／ｓｕｒｖｅｙ．

　 　 ｓｅｓｒｃ．ｗｓｕ．ｅｄｕ／ｄｉｌｌｍａｎ／ｐａｐｅｒｓ．ｈｔｍ］．

［１９］ＥＳＯＭＡＲ（１９９５），　ＩＣＣ／ＥＳＯＭＡＲ　

　　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｄｅ　ｏｆ　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ

　　ａｎｄ　Ｓｏｃｉａｌ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｐｒａｃｔｉｃｅ　［ｈｔｔｐ：

　 　 ／／ｗｗｗ．ｅｓｏｍａｒ．ｏｒｇ／］

［２０］Ｇｒｏｓｓｎｉｃｋｌｅ，　Ｊ．　ａｎｄ　Ｒａｓｋｉｎ，　Ｏ．　（２００１），

　　Ｔｈｅ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｏｎｌｉｎｅ　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ

　　Ｒｅｓｅａｒｃｈ，　ＭｃＧｒａｗ－Ｈｉｌｌ．

［２１］Ｇｒｏｓｓｎｉｃｋｌｅ，　Ｊ．　ａｎｄ　Ｒａｓｋｉｎ，　Ｏ．　（２００１），

　　Ｗｈａｔ’ｓ　Ａｈｅａｄ　ｏｎ　ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ－Ｎｅｗ

　　ｔｏｏｌｓ，　ｓａｍｐｌｉｎｇ　ｍｅｔｈｏｄｓ，　ａｎｄ　

　　ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ　ｈｅｌｐ　ｓｉｍｐｌｉｆｙ　Ｗｅｂ　ｒｅｓｅａｒｃｈ，

　　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ，　Ｓｕｍｍｅｒ　２００１，

　　８－１３．

［２２］Ｇｒｏｖｅｓ，　Ｒ．　Ｍ．　（１９８９），　Ｓｕｒｖｅｙ　Ｅｒｒｏｒｓ

　　ａｎｄ　Ｓｕｒｖｅｙ　Ｃｏｓｔｓ，　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ，　Ｎｅｗ

　　Ｙｏｒｋ．　

［２３］Ｇｒｏｖｅｓ，　Ｒ．Ｍ．　ａｎｄ　Ｎｉｃｈｏｌｌｓ　ＩＩ，　Ｗ．

　　Ｌ．　（１９８６），　Ｔｈｅ　Ｓｔａｔｕｓ　ｏｆ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ

　　－Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ　Ｉｎｔｅｒｖｉｅｗｉｎｇ：

　　Ｐａｒｔ　ＩＩ－Ｄａｔａ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｉｓｓｕｅｓ，　Ｊｏｕｒｎａｌ

　　ｏｆ　Ｏｆｆｉｃｉａｌ　Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ，　２，　２，　９３－１１５．

［２４］Ｇｒｏｖｅｓ，　Ｒ．Ｍ．，　Ｄｉｌｌｍａｎ，　Ｄ．Ａ．，　Ｅｌｔｉｎｇｅ，

　　Ｊ．Ｌ．，　ａｎｄ　Ｌｉｔｔｌｅ，　Ｒ．Ｊ．Ａ．　（ｅｄｓ．）（２００２），

　　Ｓｕｒｖｅｙ　Ｎｏｎｒｅｓｐｏｎｓｅ，　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ．

［２５］Ｇｒｏｖｅｓ，　Ｒｏｂｅｒｔ　Ｍ．　ａｎｄ　Ｃｏｕｐｅｒ，　

　　Ｍ．Ｐ．　（１９９８），　Ｎｏｎｒｅｓｐｏｎｓｅ　ｉｎ　Ｈｏｕｓｅｈｏｌｄ

　　Ｉｎｔｅｒｖｉｅｗ　Ｓｕｒｖｅｙｓ，　Ｊｏｈｎ－Ｗｉｌｅｙ　ａｎｄ

　　Ｓｏｎｓ．

［２６］Ｇｕｎｎ，　Ｈ．　（２００２）　Ｗｅｂ－ｂａｓｅｄ　Ｓｕｒｖｅｙｓ：

　　Ｃｈａｎｇｉｎｇ　ｔｈｅ　Ｓｕｒｖｅｙ　Ｐｒｏｃｅｓｓ．　Ｆｉｒｓｔ

　　Ｍｏｎｄａｙ，　７（１２）［ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｆｉｒｓｔｍｏｎｄａｙ．

　 　 ｏｒｇ／］

［２７］Ｊｅｎｋｉｎｓ，　Ｃ．　Ｒ．　ａｎｄ　Ｄｉｌｌｍａｎ，　Ｄ．　Ａ．

　　（１９９７）：Ｔｏｗａｒｄｓ　ａ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　Ｓｅｌｆ

　　－Ａｄｍｉｎｉｓｔｅｒｅｄ　Ｑｕｅｓｔｉｏｎｎａｉｒｅ　Ｄｅｓｉｇｎ，

　　Ｓｕｒｖｅｙ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｐｒｏｃｅｓｓ

　　Ｑｕａｌｉｔｙ　（ｅｄｓ．　Ｌｙｂｅｒｇ　ａｎｄ　ｏｔｈｅｒｓ），

　　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ，　１６５－１９６．

［２８］Ｋｉｅｓｌｅｒ，　Ｓ．　ａｎｄ　Ｓｐｒｏｕｌｌ，　Ｌ．Ｓ．　（１９８６），

　　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ　Ｅｆｆｅｃｔｓ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ

　　Ｓｕｒｖｅｙ，　Ｐｕｂｌｉｃ　Ｏｐｉｎｉｏｎ　Ｑｕａｒｔｅｒｌｙ，

　　Ｖｏｌ．　５０，　４０２－４１３．

［２９］Ｋｒｔｏｋｉ，　Ｋ．　ａｎｄ　Ｄｅｎｎｉｓ，　Ｊ．Ｍ．　（２００１）

　　Ｐｒｏｂａｂｉｌｉｔｙ－Ｂａｓｅｄ　Ｓｕｒｖｅｙ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ

　　ｏｎ　ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ．　Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ｏｆ　

　　ＩＳＩ　ｔｈｅ　５３ｒｄ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ，　Ｓｅｏｕｌ，　Ｋｏｒｅａ．

［３０］Ｌｙｂｅｒｇ，　Ｌ．，　Ｂｉｅｍｅｒ，　Ｐ．，　Ｃｏｌｌｉｎｓ，　Ｍ．，

　　Ｄｅ　Ｌｅｅｕｗ，　Ｅ．，　Ｄｉｐｐｏ，　Ｃ．，　Ｓｃｈｗａｒｚ，

　　Ｎ．，　ａｎｄ　Ｔｒｅｗｉｎ，　Ｄ．　（１９９７），　Ｓｕｒｖｅｙ

　　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　Ｑｕａｌｉｔｙ，

　　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ．

［３１］Ｍａｎｆｒｅｄａ，　Ｋ．Ｌ．，　Ｂａｔａｇｅｌｊ，　Ｚ．，　ａｎｄ

　　Ｖｅｈｏｖａｒ，　Ｖ．　（２００２），　Ｄｅｓｉｇｎ　ｏｆ　Ｗｅｂ

　　Ｓｕｒｖｅｙ　Ｑｕｅｓｔｉｏｎｎａｉｒｅｓ：Ｔｈｒｅｅ　Ｂａｓｉｃ

　　Ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔｓ，　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ

　　－Ｍｅｄｉａｔｅｄ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ（ＪＣＭＣ），

　　Ａｐｒｉｌ，　７，　３，　１－３１．

［３２］Ｍｉｌｌｅｒ，　Ｔ．Ｗ．　（２００１），　Ｃａｎ　Ｗｅ　Ｔｒｕｓｔ

　　ｔｈｅ　Ｄａｔａ　ｏｆ　Ｏｎｌｉｎｅ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ？，

　　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ，　Ｓｕｍｍｅｒ，　２６

　　－３２．

［３３］Ｏｈｓｕｍｉ，　Ｎ．　ａｎｄ　Ｙｏｓｈｉｍｕｒａ，　Ｏ．　（１９９９）．

　　Ｔｈｅ　Ｏｎｌｉｎｅ　Ｓｕｒｖｅｙ　ｉｎ　Ｊａｐａｎ：Ａｎ

　　Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｅｍｅｒｇｉｎｇ　Ｍｅｔｈｏｄｏｌｏｇｉｅｓ，

　　Ｉｎｖｉｔｅｄ　Ｐａｐｅｒ　ｉｎ　Ｂｕｌｌｅｔｉｎ　ｏｆ　ｔｈｅ

　　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ
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　　５２ｎｄ　Ｓｅｓｓｉｏｎ（ＩＳＩ－９９　ｉｎ　Ｈｅｌｓｉｎｋｉ），

　　Ｂｏｏｋ　２，　１７１－１７４．

［３４］Ｏｐｐｅｒｍａｎｎ，　Ｍ．　（１９９５），　Ｅ－ｍａｉｌ

　　Ｓｕｒｖｅｙｓ：Ｐｏｔｅｎｔｉａｌｓ　ａｎｄ　Ｐｉｔｆａｌｌｓ，

　　Ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｗｉｌｌ　ｍａｋｅ　ｔｈｅ　ｄｒｅａｍ
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（和文）

　ここに挙げた資料も、ごく一部である。な

お、【セミナー、シンポジウム記録】の項に記

載の情報は、一部を除いてここには挙げなか

った。

［５７］（社）日本マーケティング・リサーチ協

　　会、インターネット・リサーチ委員会編

　　（１９９９）、日本におけるインターネットリ

　　サーチの現状と課題－ガイドラインにつ

　　いての考え方－．

［５８］（社）日本マーケティング・リサーチ協

　　会編（２００４）、マーケティング・リサー
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　　チにおける個人情報の保護．

［５９］（社）日本マーケティング・リサーチ協

　　会編（２００４）、個人情報保護関連資料、２００７

　　年７月．

［６０］インターネット協会監修、（２００４）、イ

　　ンターネット白書２００４、インプレス．

［６１］氏家豊、小野寺典子（１９９７）、無回答に

　　ついて、日本行動計量学会第２５回大会発

　　表論文抄録集、６０－６１．

［６２］大隅昇（２０００）、『「調査環境の変化に対

　　応した新たな調査法の研究」報告書』、文

　　部省科学研究費、特定領域研究「統計情

　　報活用のフロンティアの拡大」（略称：ミ

　　クロ統計データ）、研究計画Ａ０２班（公募

　　研究）「ミクロデータ利用の社会的制度の

　　問題点」（課題番号：０９２０６１１７）（ＣＤ

　　－ＲＯＭ付）．

［６３］大隅昇（２００４）、「調査環境の変化に対

　　応した新たな調査法の研究」報告、（ＣＤ

　　－ＲＯＭのみ）．

［６４］大隅昇（２００２）、インターネット調査の

　　適用可能性と限界－実験調査から見える

　　こと－、輿論科学協会創立５６周年記念講

　　演、市場調査、２５０号、４－２３．

［６５］大隅昇（２００２）、インターネット調査、

　　「社会調査ハンドブック」、２００－２４０、朝

　　倉書店．

［６６］大隅昇、吉村宰（２００３）、ＪＭＲＡ第３２

　　回研修セミナー「インターネット調査を

　　検証する－質の評価と標準化に向けて－」、

　　２００３年６月１０日～１２日開催、配布資料、

　　日本マーケティング・リサーチ協会．

［６７］大隅昇（２００２）、インターネット調査の

　　適用可能性と限界－データ科学の視点か

　　らの考察－、行動計量学、２９、１、２０－

　　４４．

［６８］笹田幸典、鈴木文雄、武井雅、中村英朗

　　（２００２）、Ｃｙｂｅｒ　ＰａｎｅｌによるＷｅｂ調査

　　の概要と実験調査結果の検証、第３０回日

　　本行動計量学会大会（特別セッション：イ

　　ンターネット調査の諸特性と今後の展開

　　のあり方）、予稿集、１４６－１４９．

［６９］杉山明子（１９９０）、調査不能とその原因、

　　新情報、ｖｏｌ．５０．

［７０］住本隆、（２００２）、インターネット調査

　　に要求されるもの－ハリスインタラクテ

　　ィブのデータ・ウェイティング方法－、２

　　月号、１１－１９．

［７１］宣伝会議編（２００３）、「実践ネット・リ

　　サーチ」、宣伝会議．

［７２］総務省編（２００４）、平成１５年版　情報

　　通信白書、ぎょうせい．

［７３］中谷吉孝、渡會隆、瀧中勢子、蓑原勝史

　　（２００２）、ｅ－ＨＡＢＩＴによるＷｅｂ調査シ

　　ステムと実験調査でみられたこと、第３０

　　回日本行動計量学会大会（特別セッショ

　　ン：インターネット調査の諸特性と今後

　　の展開のあり方）、予稿集、１４２－１４５．

［７４］細井勉、（２００２）、マーケティング・リ

　　サーチ領域におけるインターネット調査

　　概論－現状と展望－、エストレーラ、９５

　　号、２月号、２－１０．

［７５］林知己夫編（２００２）、「社会調査ハンド

　　ブック」、朝倉書店．

［７６］松田浩幸、大隅昇（２００３）、インターネ

　　ット調査における調査票設問設計の評価

　　－設問形式が回答に及ぼす影響を測る－、

　　ＩＳＭシンポジウム「インターネット調査

　　の現状を検証する－調査法としての評価

　　方法と標準化をどう考えるか－、予稿集、

　　３３－５４．

［７７］吉村宰、松田浩幸、大隅昇、横原東、武

　　田正樹（２００３）、インターネット調査に

　　関する加重修正法に関する一考察、日本
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　　行動計量学会第３１回大会、発表論文抄録

　　集、１２０－１３３（２００３．　９．　３－９．　５）、名

　　城大学（名古屋）．

［７８］吉村宰、大隅昇、清水信夫（２００２）、イ

　　ンターネット調査の諸特性と今後の展開

　　のあり方－第４次実験調査から見えてきた

　　もの－、第３０回日本行動計量学会大会（特

　　別セッション：インターネット調査の諸

　　特性と今後の展開のあり方）、予稿集、１３４

　　－１３７．

［７９］吉村宰、大隅昇（１９９９）、インターネッ

　　ト調査を利用したデータ取得－複数サイ

　　トにおける同時比較実験調査－、第２７回

　　日本行動計量学会発表論文抄録集、１１７－

　　１２０．

【セミナー、シンポジウム記録】

　下記のセミナー、シンポジウムの各報告か

ら、日本国内におけるインターネット調査の

実状を知ることができる。とくにＪＭＲＡ関連

の資料について、ＪＭＲＡ経由で入手可能であ

る。また、ここに収録の情報は、上記の参考

文献一覧には含めなかった。

［８０］ＩＳＭシンポジウム「インターネット調査

　　の現状を検証する－調査法としての評価

　　方法と標準化をどう考えるか－」、２００３

　　年３月２５日－２６日、統計数理研究所（東

　　京）．

［８１］第３３回ＪＭＲＡトピックスセミナー「イ

　　ンターネット調査とそれを巡る諸調査法

　　の可能性　」、Ｍｉｃｋ　Ｐ．　Ｃｏｕｐｅｒ（招待

　　講演者）、２００３年１０月２３日（東京），　オー

　　ガナイザー：大隅昇（統計数理研究所）、

　　吉村宰（大学入試センター）．

［８２］第３２回ＪＭＲＡ特別研修セミナー「イン

　　ターネット調査を検証する－質の評価と

　　標準化に向けて－」；コーディネータ：大

　　隅昇（統計数理研究所）、吉村宰（大学入

　　試センター）、２００３年６月１０日－１２日

　　（東京）．

［８３］第２８回ＪＭＲＡトピックスセミナー「イ

　　ンターネット調査の現状とそれが抱える

　　課題－実験調査と事例紹介による展望－」；

　　コーディネータ：大隅昇（統計数理研究

　　所）、吉村宰（大学入試センター）、２００１

　　年３月２７日－２８日（東京）．

【関連サイト】

［１］Ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋｓ，　Ｉｎｃ．　［ｈｔｔｐ：

　 　 ／／ｗｗｗ．ｒｔｉ－ｋｎｏｗｌｅｄｇｅｎｅｔｗｏｒｋｓ．　ｏｒｇ／ｎｅｗｓ．

　 　 ｈｔｍ］

［２］Ｆａｃｕｌｔｙ　ｏｆ　Ｓｏｃｉａｌ　Ｓｃｉｅｎｃｅｓ，　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ

　　ｏｆ　Ｌｊｕｂｌｊａｎａ，　Ｓｌｏｖｅｎｉａ　［ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．

　 　 ｗｅｂｓｍ．ｏｒｇ／］

［３］ＥＳＯＭＡＲ：Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｆｏｒ　

　　Ｏｐｉｎｉｏｎ　ａｎｄ　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ

　　［ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｅｓｏｍａｒ．ｏｒｇ／］

［４］Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　ｏｆ　Ｍａｒｙｌａｎｄ，　Ｏｎｌｉｎｅ　Ｓｕｒｖｅｙ

　　Ｄｅｓｉｇｎ　Ｇｕｉｄｅ（ｂｙ　ＬＡＰＤＰ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ

　　ｏｆ　Ｍａｒｙｌａｎｄ）　［ｈｔｔｐ：／／ｌａｐ．ｕｍｄ．ｅｄｕ

　 　 ／ｓｕｒｖｅｙ＿ｄｅｓｉｇｎ／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ］

［５］Ｔｈｅ　ＡＤＭ　Ａｒｂｅｉｔｓｋｒｅｉｓ　Ｄｅｕｔｓｃｈｅｒ

　　Ｍａｒｋｔ－ｕｎｄ　Ｓｏｚｉａｌｆｏｒｓｃｈｕｎｇｓｉｎｓｔｉｔｕｔｅ

　　ｅ．Ｖ．　［ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ａｄｍ－ｅｖ．ｄｅ］

［６］日本マーケティング・リサーチ協会　［ｈｔｔｐ：

　 　 ／／ｗｗｗ．ｊｍｒａ－ｎｅｔ．ｏｒ．ｊｐ／］

［７］日本世論調査協会　［ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗｓｏｃ．ｎｉｉ．

　 　 ａｃ．ｊｐ／ｊａｐｏｒ／］

［８］ＣＡＳＲＯ：Ｃｏｕｎｃｉｌ　ｏｆ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｓｕｒｖｅｙ

　　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓ　［ｈｔｔｐ：／／

　 　 ｗｗｗ．ｃａｓｒｏ．ｏｒｇ／］

［９］Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ

　　［ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．　ｍａｒｋｅｔｉｎｇｐｏｗｅｒ．ｃｏｍ／ｗｅｌｃｏｍｅ．

　 　 ｐｈｐ］
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